






















































































































































































































































































































（36）  荒川・下村，前掲論文，52 ～ 54頁。
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また頒暦の対戸数比についても，地域によってある特定の傾向が確認された。東北地方
や三重・奈良県の近畿南部，そして熊本・佐賀・鹿児島といった九州地方に高く，関東地
方，山陰・山陽地方，そして四国地方，沖縄などで低い傾向があったのである。この背景に
は隣組組織の紐帯の強弱などさまざまに考えられるが，今後の課題としたい。
以上，これまで資料が未発見とされた明治初期から中期にかけての頒暦状況について，
公的記録に基づき，他の時期との比較の中で明らかにした。本稿では「官暦」の頒暦数を
主題化し，多くの事実を提示しえたと考えるが，とはいえ実際にどのような層が暦を受け
取っていたかは未だ不明である。そのためには地域ごとの頒暦状況を一層詳しく解明する
必要がある。これもまた今後の課題である。
※本稿はJSPS科研費 26770028（研究代表者：下村育世）による研究成果の一部である。
 （2015.1.27受稿，2015.3.2受理）
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〔抄　録〕
本稿では，（伊勢）神宮から頒布された本暦・略本暦などの「官暦」に関し，明治から戦
前までの頒暦数について調査した結果を検討した。これまで不明とされていた明治7年か
ら明治22年までの頒暦数を明らかにし，明治初期から終戦時までの頒暦数を通時代的に
概観可能にできたことは，大きな成果である。戦前期の頒暦数はおよそ150万から180万
部前後の年が多く、少ない年でも100万部は超えており、暦には大きな需要のあったこと
が分かる。なかでも，200万部を超える時期が大きく２回ある。明治16年から一枚摺略暦
の発行が自由化され「神宮暦」時代となるが、その直前の明治14年～ 15年と，昭和16年～
20年である。とくに戦中期は多く，昭和18年には498万部を記録している。
明治初期から中期の頒暦数を明らかにしたことによって，従来は推測の域を出なかった
「神宮暦」以前の頒暦数の対人口比の高さを明示することができた。さらに，明治7年から
明治22年の対戸数比も試算した。それによるとこの時期，暦は全国の約2割の戸数に頒布
されており，対戸数比では，大正元年から昭和16年の値よりも高い。本暦と略本暦に一枚
摺略暦を加えた試算では，明治期前半の暦の需要がきわめて大きいものであったことが分
かる。明治15年の一枚摺略暦も加えた頒暦の対戸数比は85.5%であり，本暦および略本暦
と一枚摺略暦との多少の重複を割り引いて考えても、約8割の戸で暦が所有されていた計
算になる。
頒暦の対戸数比は，頒暦数の急激な伸長を示した昭和16年から20年にかけて再度大幅
に高くなり，最高値を示した昭和18年には3割以上の戸において暦を所持していた計算に
なる。そこには，国家総動員体制の戦時下で自治体や隣組を通じて暦の頒布がなされたと
いう要因も強く作用したと思われる。
また頒暦比率の地域的傾向も確認された。東北地方や三重・奈良県の近畿南部，そして
熊本・佐賀・鹿児島といった九州地方で高く，関東地方，山陰・山陽地方，そして四国地方，
沖縄などで低い傾向が見られた。背景にはさまざまな要因が考えられるが，その考察は今
後の課題である。
